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特集 社会のデジタル化により変わるシニア世代の就業意識と行動

Ⅰ　コロナ禍がシニア世代に与えた影響
Ⅱ　70歳雇用延長制度の開始に伴うシニア世代の働き方変化
Ⅲ　配偶者は相手の就労をどのように考えているか
Ⅳ　シニア世代の就労促進に向けた提言

C O N T E N T S

要　約

1 2020年、新型コロナウイルス感染拡大防止を目的に、大企業を中心に多くの企業で在宅
勤務が導入されるなど、世代を問わず働き方が大きく変わった。そして21年 4月には高
年齢者雇用安定法（高齢法）の改正により、企業に対する「70歳までの就業機会確保」
の努力義務化が適用された。このため60歳代後半の働き方は、今後、大きく変わること
が予想される。

2 NRI社会情報システムでは、毎年シニア世代（50〜79歳の男女個人）を対象に、就業意
識・行動に関する調査を実施している。2021年はコロナ禍がもたらした影響を把握する
とともに、「70歳までの就業機会確保」についての認知度や賛否、さらに兼業・副業へ
の関心や夫婦間における配偶者の就労への意識などの調査を行った注。

3 シニア世代でテレワーク・在宅勤務が増加した人の半数以上が「足腰が弱くなった」
「体力が低下した」と回答するなど、テレワーク実施による健康への影響を強く感じて
いることが分かった。

4 70歳雇用延長制度への賛否については、シニア世代の 6割強がプラスの評価をしてお
り、兼業など多様な働き方を組み合わせることで、70歳を超えても活躍の場を求めるシ
ニア世代が増えていることも明らかになってきている。

アフターコロナ時代に向けたシニア世代の
意識・行動と今後の就労拡大に向けた提言

高田伸朗
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Ⅰ	コロナ禍が
	 シニア世代に与えた影響

1 コロナ禍に伴う生活行動の変化
コロナ禍がシニア世代の生活行動に与えた
影響としては、全体的に「健康や体力増進に
関する意識が強まった」「テレビを見る時間
が増えた」「高額な商品やサービスの利用を
控えるようになった」「家族との会話やコミ
ュニケーションが増えた」「スマートフォンや
タブレット端末の利用が増えた」などの回答
が多い。とりわけ女性では、「健康や体力増
進に関する意識が強まった」「テレビを見る
時間が増えた」「高額な商品やサービスの利
用を控えるようになった」などの指摘が多
く、男性に比較して女性の方がコロナ禍の影
響をより多く受けていることが分かる（図 1）。

2 コロナ禍の健康への影響
コロナ禍の健康に対する影響としては、

「体力が低下した」「足腰が弱くなった」「体
重が増加した」という回答が多い（図 2）。
「やる気がなくなった」「寝つきが悪くなっ
た」などメンタル面の回答も少なくない。コ
ロナ禍はシニア世代の心身の両面にさまざま
な影響を与えていることが分かる。
健康への影響を家計の状況別に見ると、家
計に余裕のない人において健康面に大きな影
響が生じている。中でも「倦怠感を感じる」
「やる気がなくなった」においては、家計の
状況による影響の差が大きいことが分かる
（図 3）。

3 コロナ禍の就労活動への影響
コロナ禍に伴う就労活動の変化としては、

図1　コロナ禍に伴う生活行動の変化（男女別／「あてはまる」「ややあてはまる」の合計）

■ 男性（N＝1,451）
■ 女性（N＝1,549）

0% 10 20 30 40 50 60 70

健康や体力増進に関する意識が強まった

テレビを見る時間が増えた

高額な商品やサービスの利用を控えるようになった

家族との会話やコミュニケーションが増えた

スマートフォンやタブレット端末の利用が増えた

ネットショッピングや通信販売の利用が増えた

本を読む時間が増えた

買い物（ネットショッピングを含む）が増えた

ソーシャルディスタンスを意識した旅行をするようになった

自宅で長く過ごすための環境を整えた

フードデリバリーサービスやケータリングの利用が増えた

新しい趣味を始めた

地方・郊外への転居や、二地域居住に関心を持った

百貨店やお店に電話で依頼・注文することが増えた

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成
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図2　コロナ禍に伴う健康の変化（N=3,000）

図3　コロナ禍に伴う健康の変化（家計の状況別／「あてはまる」「ややあてはまる」の合計）

■ あてはまる
■ ややあてはまる
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0% 10 20 30 40 50 60
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■ 余裕があり、将来の心配もない（N＝378） ■ 余裕はあるが、将来は心配である（N＝770）
■ 余裕はないが、何とかやりくりしている（N＝1,345） ■ 余裕は全くなく、やりくりが厳しい（N＝260）
■ 余裕は全くなく、やりくりが大変厳しい（N＝240）

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成
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「収入が減少した」が最も多く、「家庭や自分
のために時間を割くようになった」「外出す
る機会が減少した」「労働時間が減少した」
が続く（図 4）。また、「残業など、時間外の

就労が減少した」や「テレワークにより、在
宅での就労が増えた」も少なくない。
男女別に就労活動の変化を見ると、男女と
もに「収入が減少した」という回答が多い。

図4　コロナ禍に伴う就労活動の変化（就労者のみ対象）

図5　コロナ禍に伴う就労活動の変化（男女別／就労者のみ対象／「あてはまる」「ややあてはまる」の合計）

■ あてはまる
■ ややあてはまる

0% 10 20 30 40 50

収入が減少した（N＝1,598）

家庭や自分のために時間を割くようになった（N＝1,527）

外出する機会が減少した（N＝1,465）

労働時間が減少した（N＝1,489）

残業など、時間外の就労が減少した（N＝1,461）

テレワークにより、在宅での就労が増えた（N＝1,462）

自宅待機が増加した（N＝1,487）

自己研鑽の機会が増加した（N＝1,522）

時差通勤を行うようになった（N＝1,448）

0% 5 10 15 20 25 30 35 40

収入が減少した（N＝959／639）

家庭や自分のために時間を割くようになった（N＝964／593）

外出する機会が減少した（N＝905／560）

労働時間が減少した（N＝911／578）

残業など、時間外の就労が減少した（N＝899／562）

テレワークにより、在宅での就労が増えた（N＝907／555）

自宅待機が増加した（N＝906／581）

自己研鑽の機会が増加した（N＝927／595）

時差通勤を行うようになった（N＝896／552）

■ 男性
■ 女性

※設問ごとに「働いていない」と回答した者の数が異なるため、N値は設問ごとに異なる
出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

※1　各項目のN値は、左側が男性、右側が女性の数値
　2　設問ごとに「働いていない」と回答した者の数が異なるため、N値は設問ごとに異なる
出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成
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「外出する機会が減少した」や「残業など、
時間外の就労が減少した」「テレワークによ
り、在宅での就労が増えた」は男性に、「労
働時間が減少した」は女性に多い。これは男
女間での働き方の差が反映されたためと考え
られる（図 5）。
コロナ禍に伴う就労活動の変化の中で、

「テレワークにより、在宅での就労が増え

た」と回答した者と、「増えなかった」と回
答した者について、健康面への影響を比較す
ると、テレワーク・在宅就労が増加した人に
は、健康面での影響がより顕著に表れてい
る。特に「体力が低下した」「足腰が弱くな
った」の回答比率には約 2倍の差が生じてい
る（図 6）。
コロナ禍に伴う労働時間および収入の変化

図6　テレワークの増加が健康に与えた影響（就労者のみ対象／健康に与える影響について「あてはまる」「ややあてはまる」の合計）

0% 10 20 30 40 50 60

■ テレワークが増加した（N＝301）
■ テレワークは増加しなかった（N＝1,161）

体力が低下した

足腰が弱くなった

体重が増加した

倦怠感を感じる

やる気がなくなった

寝つきが悪くなった

記憶力が低下した

胃腸が弱くなった
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※「テレワークが増加した」について「あてはまる」「ややあてはまる」と回答した者、「あてはまらない」「ややあてはまらない」と回答した者
出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

図7　コロナ禍に伴う労働時間・収入の変化（就労者のみ対象）

■ 増加した
■ 変わらない
■ 1～ 2割減少した
■ 3～ 4割減少した
■ 半分になった
■ 6～ 9割減少した
■ ほぼなくなった

労働時間（N＝1,515） 収入（N＝1,537）

60.6%64.6%
18.5%

16.4%

5.3%

2.8%
3.4%

3.8%
3.8%

7.7%

2.6%
4.0%

4.2%
2.3%

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成



31アフターコロナ時代に向けたシニア世代の意識・行動と今後の就労拡大に向けた提言

図8　コロナ禍に伴う収入の変化（就労者のみ対象）

図9　直近1年間に就労を辞めた理由（直近1年間と1 ～ 3年前に辞めた理由の比較／複数回答）

0% 20 40 60 80 100 0% 20 40 60 80 100 0% 20 40 60 80 100

50～54歳
（N＝406）

55～59歳
（N＝354）

60～64歳
（N＝297）

65～69歳
（N＝234）

70～74歳
（N＝159）

75～79歳
（N＝87）

管理的職業
（N＝172）

専門的・技術的職業
（N＝271）

事務的職業
（N＝303）

販売・サービス職業
（N＝278）

技能的職業
（N＝331）

正社員
（N＝615）

パート・嘱託
（N＝471）

フリーランス・
個人事業主
（N＝107）

自営業
（N＝137）

年齢別 職業別 勤労形態別

■ 増加した　　　　　■ 変わらない  ■ 1～ 2割減少した　　　■ 3～ 4 割減少した
■ 半分になった　　　■ 6～ 9 割減少した　　　■ ほぼなくなった

0% 5 10 15 20 25 30 35 40 45

■ 直近 1年間（N＝108）
■ 1～3年前（N＝155）

定年退職

勤務先の業績不振のため

新型コロナウィルスの感染が怖いため

体力的にきつかったため

健康上の理由

家族の介護のため

働かなくても生活できる資産を得たため

勤務先の廃業や倒産のため

趣味など好きなことに時間を費やしたい

次の仕事への準備のため

人から指示を受けたくない

その他

特に理由はない

※販売・サービス職業：「販売」「サービス」の職業の合計、技能的職業：「保安」「農林漁業」「生産工程」「輸送・機械運転」「建設・採掘」「運搬・清掃・包装
等」の職業の合計
出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

を見ると、就労している人のうちの約32％に
労働時間の減少が、約37％に収入の減少が生
じている。労働時間の減少以上に収入の減少

が生じていることが分かる（図 7）。
コロナ禍に伴う収入の変化を年齢別に見る
と、年齢の高い人ほど収入減の回答が多い。
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職業別では、管理的職業、専門的・技術的職
業といったホワイトカラー職種と比較して、
販売・サービス職業や技能的職業といったブ
ルーカラー職種において収入減の回答が多
い。就労形態別に見ると、フリーランス・個
人事業主や自営業では収入減の回答が多い
（図 8）。
直近 1年間に就労を辞めた理由としては、

「勤務先の業績不振のため」「新型コロナウイ
ルスの感染が怖いため」などコロナ禍に関連
した理由を挙げる人の割合が合わせて 4割に
及んでいる。コロナ禍に伴い離職したシニア
世代は少なくない（図 9）。

Ⅱ	70歳雇用延長制度の開始に伴う
	 シニア世代の働き方変化

1 70歳雇用延長制度の
 認知度・評価
2021年 4 月、高齢者雇用安定法（高齢法）
が改正された。これまで企業などは従業員が

希望すれば65歳までの雇用を義務づけられて
いたが、法改正に伴い70歳までの就業機会提
供について努力義務が課せられることになっ
た。本稿ではこの制度改正を「70歳雇用延長
制度」と称することとする。
21年時点での制度改正の認知度は、「内容
をよく知っている」という回答が全体の19.3
％、「聞いたことはあるが、内容はよく知ら
ない」が63.4％で過半数を占めており、「知
らなかった」は17.3％であった。将来的に制
度の対象となる、50歳代後半から60歳代前半
の男性での認知度は昨年より上昇したが、女
性では逆に認知度の低下傾向が見られる（図
10）。
制度については、全体の 6割強がプラスの
評価（「良い制度だと思う」と「どちらかと
言えば良い制度だと思う」の回答計）をして
いる。男女・年齢を問わず、プラスの評価を
する人の割合は 1年前よりも増加している
（図11）。

図10　70歳雇用延長制度の認知度

■ 内容をよく知っている
■ 聞いたことはあるが、内容はよく知らない
■ 知らなかった

全体像
（N＝3,000）

男女・年齢別
（「内容をよく知っている」の昨年との比較）

19.3%17.3%

19.3%

55～79歳合計（N＝2,500／2,464）

男性55～59歳（N＝238／242）

男性60～64歳（N＝242／227）

男性65～69歳（N＝301／250）

女性55～59歳（N＝239／242）

女性60～64歳（N＝249／233）

女性65～69歳（N＝321／266）

0％ 5 10 15 20 25 30

20.1
20.7

14.3
24.0

17.4
22.9

26.6
28.428.4

11.3
14.5

16.5
14.6

16.8
15.4

■ 2020年　　■ 2021年
※1　各項目のN値は、左側が2020年、右側が2021年の数値
　2　小数第二位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある。
出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2020年、2021年）」より作成
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（図12）。特に50歳代においては男女ともに65
歳前後を働く目標年と考えている。これは改
正前の高齢法により65歳までは継続雇用等の
形で就労するイメージを持ちやすかったため

2 何歳まで働きたいか
働きたい年齢の上限は男女ともに年齢が高
まると上昇するが、60歳代前半までの人は男
女ともに70歳まで働きたいとは考えていない

図11　70歳雇用延長制度の評価

図12　何歳まで働きたいか（男女年齢別／就労中、求職中、潜在的求職者が対象）
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（N＝3,000）
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（「良い制度だと思う」「どちらかと言えば良い制度だと思う」の合計の昨年との比較）
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※1　各項目のN値は、左側が2020年、右側が2021年の数値
　2　小数第二位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある。
出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2020年、2021年）」より作成

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成
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図13　仕事を辞めたい理由（仕事を辞めたい年齢別／就労中、求職中、潜在的求職者が対象／複数回答）

0% 10 20 30 40

体力的に働く自信がない

趣味や娯楽など好きなことに時間を使いたい

年金や貯金を取り崩せば生活できる

定年で一区切りついた／十分働いた

働かなくても生活できる資産を持っている

家族と過ごす時間を増やしたい

次の仕事を探すことが面倒／仕事が見つからない

人から指示を受けたくない／人と関わることが面倒

健康上の理由で働くことができない

配偶者や家族の収入で生活できる

家族や親戚の介護・看病のため働くことができない

働くことは格好が悪い／働く姿を見られたくない

その他

特に理由はない

■ 60歳までに辞めたい理由（N＝143）
■ 65歳までに辞めたい理由（N＝379）
■ 70歳までに辞めたい理由（N＝332）

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

と考えられる。逆にいうと、50歳代の者は65
歳以上における就労イメージを持っていない
ことが示されている。

3 仕事を辞めたい理由
65歳までに仕事を辞めたい理由としては、

「体力的に働く自信がない」「趣味や娯楽など
好きなことに時間を使いたい」「年金や貯金
を取り崩せば生活できる」「定年で一区切り
ついた／十分働いた」という回答が上位にき
ている（図13）。

4 兼業・副業を含む
 60歳代後半の働き方
50歳代男性が期待する60歳代後半の働き方

は正社員が中心であるが、現実には「パー
ト・嘱託」の割合が正社員を上回っている。
また、「働かない」という選択の割合も実際
よりは高い。50歳代が考える将来の働き方に
は現実とのギャップが生じている（図14）。
就労しているシニア世代の約1割が兼業・
副業を行っている。男性では60歳代後半から
70歳代前半で行っている割合が若干高い（図
15）。
今後については、「兼業・副業を行いた
い」「行うかどうかわからないが関心はあ
る」の回答を合わせると約45％に及んでお
り、兼業・副業への関心度は高い。ただし、
女性は年齢が高くなると関心度が下がる傾向
にある（図16）。
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図14　60歳代後半に期待する働き方と実際の働き方（男性の年齢別）

60歳代後半に期待する働き方 実際の
60歳代後半
の働き方50歳代前半男性

の期待
60歳代前半男性

の期待
50歳代後半男性

の期待
100
％

80

60

40

20

0

■ 正社員 ■ パート・嘱託 ■ フリーランス・個人事業主
■ 自営業の自営業主および家族従業者 ■ その他の働き方 ■ わからない／こだわりはない
■ 働かない

19.2

6.5

3.83.8
5.0

22.6

7.2

3.23.2
4.5

21.4

18.5

8.78.7
5.8

16.0

20.0

6.46.4
5.6

60.460.4 56.656.6
41.641.6

50.850.8

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

図15　兼業・副業の実施状況（就労者のみ対象）

全体像
（N＝1,363）

男女・年齢別

男性55～59歳（N＝203）

男性50～54歳（N＝246）

男性60～64歳（N＝173）

男性65～69歳（N＝123）

男性70～74歳    （N＝80）

男性75～79歳    （N＝35）

女性55～59歳（N＝122）

女性50～54歳（N＝147）

女性60～64歳    （N＝95）

女性65～69歳（N＝180）

女性70～74歳    （N＝38）

女性75～79歳    （N＝21）

0％ 5 10 15 20 25 30 35

■ 現在、兼業・副業を行っている
■ 過去に兼業・副業を行ったことがある
■ 兼業・副業は行っていない

10.3％

83.8％

5.9％

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

兼業・副業を希望する理由は、「より多く
の収入を得たい」の回答が男女とも 7割以上
に及んでいる。「自分のやりたいことができ
る」「自分のスキルを役立てる場が欲しい」
「時間にゆとりがあるため」という回答も多

い（図17）。
兼業・副業に関心がある人の 4割近くが、
兼業・副業の際に現在と関連する分野で働き
たいと回答している。その割合は、男女とも
年齢につれて上昇する傾向にある（図18）。
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兼業・副業を希望しない人は、その理由と
して「体力的に不安がある」「労働時間が増
えすぎる」「趣味や休息の時間を削りたくな

い」を上位に挙げている。「体力的に不安が
ある」は女性の回答が非常に多い（図19）。

図16　兼業・副業への希望（就労者のみ対象）

図17　兼業・副業を希望する理由（兼業・副業を希望する人および関心がある人が対象／男女別／複数回答）

全体像
（N＝1,571）

男女・年齢別

男性55～59歳（N＝221）

男性50～54歳（N＝260）

男性60～64歳（N＝186）

男性65～69歳（N＝141）

男性70～74歳    （N＝96）

男性75～79歳    （N＝38）

女性55～59歳（N＝159）

女性50～54歳（N＝189）

女性60～64歳（N＝112）

女性65～69歳    （N＝91）

女性70～74歳    （N＝52）

女性75～79歳    （N＝26）

0％ 20 40 60 80 100

■ 兼業・副業を行いたい
■ 行うかどうかわからないが関心はある
■ 兼業・副業は行わない
■ よくわからない

18.0％

39.8％
26.4％

15.9％

0% 20 40 60 80

より多くの収入を得たい

自分のやりたいことができる

自分のスキルを役立てる場が欲しい

時間にゆとりがあるため

ひとつの仕事だけでは不安なため

新しい知識やスキルを得たい

人間関係を広げたい

自分が活躍して認められる場が欲しい

地域や社会に貢献するため

家業を手伝うため

その他

■ 男性（N＝404）
■ 女性（N＝292）

72.5
75.3

33.4
26.7

28.0
23.6

21.3
23.3

16.3
19.5

15.6
15.8

11.9
13.4

9.2
13.0

8.2
11.0

0.5
0.3

0.5
0.3

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成
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図18　兼業・副業の希望分野（現在と関連する分野で働きたいか／兼業・副業を希望する人および関心がある人が対象）

図19　兼業・副業を希望しない理由（兼業・副業を希望しない人が対象／男女別／複数回答）

全体像
（N＝575）

男女・年齢別

男性50歳代（N＝180）

男性60歳代（N＝131）

男性70歳代    （N＝45）

女性50歳代（N＝138）

女性60歳代    （N＝60）

女性70歳代    （N＝29）

0％ 20 40 60 80 100

■ そう思う ■ どちらかと言えばそう思う
■ どちらとも言えない ■ どちらかと言えばそう思わない
■ そう思わない

16.5%

22.1%

34.4%

14.4%

12.5%

0% 10 20 30 40 50

体力的に不安がある

労働時間が増えすぎる

趣味や休息の時間を削りたくない

やりたい仕事がみつからない

収入面で必要がない

兼業・副業が勤務先で禁止されている

きっかけがない

兼業・副業先の探し方がわからない

その他

わからない

■ 男性（N＝391）
■ 女性（N＝234）

26.9
48.748.7

31.7
35.9

27.9
34.6

18.9
15.0

16.9
13.2

11.0
5.6

10.5
7.7

3.8
6.0

3.3
2.1

6.6
2.6

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

Ⅲ	配偶者は相手の就労を
	 どのように考えているか

1 配偶者の就労状況
男性は年齢が高くなるほど配偶者がいる割

合が高まるが、女性はあまり変わらない。共
働きの割合は年齢とともに低下し、60歳代後
半からは夫婦ともに就労しない割合が急激に
高まる（図20）。
夫が働いている女性の生活満足度は、50歳
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比較して非常に高い（図22）。

2 配偶者に期待する今後の働き方
妻は、夫の年齢が60歳代後半になるまでは
引き続き働き続けてもらいたいと思ってい
る。対して、夫は妻の年齢が60歳代になると
引き続き働き続けてもらいたいと考える割合
が低下する。男女間で配偶者の就労に対する
期待が異なるということが示されている（図

代において平均より高く、60歳代と70歳代に
おいては、夫の就労・非就労による生活満足
度の差は見られなくなる。60歳頃を境に、夫
の就労に対する期待が変化していることが分
かる（図21）。
配偶者（相手）の就労に対する満足度は、
本人の就労満足度と比較して高い。特に50〜
60歳代前半の夫の就労に対する妻の満足度
は、男性本人の自分の就労に対する満足度と

図20　配偶者の有無と配偶者の就労状況

男女合計
（N＝3,000）

男女・年齢別

男性55～59歳（N＝242）

男性50～54歳（N＝270）

男性60～64歳（N＝227）

男性65～69歳（N＝250）

男性70～74歳  （N＝265）

男性75～79歳（N＝197）

女性55～59歳（N＝242）

女性50～54歳（N＝266）

女性60～64歳（N＝233）

女性65～69歳（N＝266）

女性70～74歳（N＝298）

女性75～79歳（N＝244）

0％ 20 40 60 80 100

■ 配偶者と共働き ■ 本人のみ就労
■ 相手のみ就労 ■ 2人とも非就労
■ 単身者で就労中 ■ 単身者で非就労

配偶者なし
28.4％

配偶者あり
71.6％

11.3％
14.2％

26.1％

19.9％

14.3％

14.2％14.2％

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

図21　女性の生活の満足度（女性の年齢および配偶者の就労状況別）

0.0点 2.0 4.0 6.0 8.0

50～59歳

N＝508

N＝312

N＝35

N＝161

N＝499

N＝193

N＝153
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N＝542
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N＝278

N＝183

60～69歳

70～79歳

6.1

6.5
5.2

5.6

6.8

6.9

7.0

6.3

7.1
7.2

7.3

6.8

■ 女性全員
■ 配偶者が就業中
■ 配偶者が非就業
■ 配偶者はいない

※満足度は、0～ 10点で満足度を回答した結果の平均値
出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成
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図23　配偶者に期待する今後の働き方（配偶者が就労中の人のみ対象／配偶者の男女・年齢別）

図22　配偶者の就労に対する満足度と配偶者本人の満足度の比較（配偶者が就労中の人のみ対象／男女・年齢別）
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50～54歳    （N＝73）
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合計（N＝1,027）
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今後の働き方
（妻の年齢別）

■ 今の仕事をできるだけ長く続けてもらいたい　　　　　　■ 今の仕事を終えた後も別の仕事についてもらいたい
■ 今の仕事を終えた後は働くことをやめてもらいたい　　　■ できるだけ早く働くことをやめてもらいたい
■ わからない
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合計（N＝1,027／1,363）

男性60～64歳（N＝152／173）
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男性70～74歳      （N＝77／80）
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女性70～74歳      （N＝26／38）
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■ 配偶者（相手）に対する満足度　　　■ 本人の満足度
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満足度と男性本人の
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（男性の年齢別）
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出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

※満足度は、 0～10点で満足度を回答した結果の平均値。各項目のN値は、左側が妻または夫の数値、右側が比較対象となる男性本人または女性本人の数値
出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成
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由としては、「経済的理由」が男女とも最も
多いが、「生きがい、自己実現」や「健康維
持・増進」もそれに次ぐ。特に夫は妻に対し
て「健康維持・増進」を挙げる割合が高い
（図25）。
配偶者に希望する働き方について見ると、
妻は夫に対して「週 5日フルタイム」で働い
てもらいたいと考え、夫は妻に対して「週 3

23）。
働いていない夫に対して働いてもらいたい
と考える妻が多いのに対して、夫は働いてい
ない妻に対して働いてもらいたいとは考えて
いない傾向にあり、男女間で配偶者の就労に
対する考え方に相違のあることが示されてい
る（図24）。
働いていない配偶者に働いてもらいたい理

図24　働いていない配偶者に働いてもらいたいか（配偶者が就労中の人のみ対象／配偶者の男女・年齢別）

図25　働いていない配偶者に働いてもらいたい理由（配偶者が就労中の人のみ対象／配偶者の男女・年齢別）
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妻は夫に働いて
もらいたいか
（夫の年齢別）
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時間的余裕

仲間づくり
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その他

0％ 10 20 30 40 50 60 70 80
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■ 夫から妻（N＝332）
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39.2
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17.5
12.2

15.1

10.9

0.6

1.3

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成
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図26　配偶者に希望する働き方（就労頻度／配偶者に引き続き就労を希望する人のみ対象／配偶者の男女別）

週 5日フルタイムで働く

週 3日程度（フルタイムの半分程度）働く

週 1回程度（月 3 ~ 4日程度）働く

不定期で希望する時に働く

その他
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■ 妻から夫（N＝558）　
■ 夫から妻（N＝332）

62.5

37.3

28.3

50.0

2.2

3.9

5.9

7.8

1.1

0.9

出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

日程度（フルタイムの半分程度）」働いても
らいたいと考えている（図26）。
配偶者に何歳まで働いてもらいたいかにつ
いて見ると、妻が50〜64歳の夫に対して、男
性本人が考える年齢よりも 4歳ほど長く働い
てほしいと考えている一方で、夫が妻に対し

て希望する年齢は女性本人が考える年齢にほ
ぼ等しい（図27）。
配偶者に働いてもらいたくないと考えるシ
ニア世代にその理由を尋ねると、男女とも
「年金や貯金を取り崩せば生活できる」が多
い。妻が夫に働いてもらいたくない理由とし

図27　 配偶者に何歳まで働いてもらいたいか（配偶者に対する希望と本人の希望との比較／配偶者が働いて 
いる人のみ対象／男女・年齢別）

50歳 60 70 80

■ 配偶者に対する希望　　　　■ 本人の希望
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55～59歳（N＝120／221）

妻から夫50～54歳    （N＝70／260）

60～64歳（N＝139／186）

65～69歳（N＝101／141）

55～59歳（N＝82／159）

夫から妻50～54歳（N＝90／189）

60～64歳（N＝57／112）

65～69歳    （N＝36／91）

※各項目のN値は、左側が働いている配偶者がいる者、右側が働いている者の数値
出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成
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図28　配偶者に働いてもらいたくない理由（本人の男女別／配偶者に働いてもらいたくない人のみ対象／複数回答）

0％ 10 20 30 40 50 60

■ 妻が夫に働いてもらいたくない理由（N＝330）
■ 夫が妻に働いてもらいたくない理由（N＝548）

十分働いたと思う

年金や貯金を取り崩せば生活できる

体力的に厳しいと思う

趣味など好きなことに時間を使ってもらいたい

働かなくても生活できる資産を持っている

健康上の理由

配偶者（自分）や家族の収入で生活できる

家族と過ごす時間を増やしてもらいたい

職場の人間関係で悩んでもらいたくない

次の仕事は見つからないと思う

働くことは格好が悪い／
働く姿を見られてもらいたくない
家族や親戚の介護・看病のために

時間を使ってもらいたい

その他

※各項目のN値は、左側が働いている配偶者がいる者、右側が働いている者の数値
出所）NRI社会情報システム「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年）」より作成

て「十分働いたと思う」「体力的に厳しいと
思う」との指摘も多い（図28）。

Ⅳ	シニア世代の
	 就労促進に向けた提言

1 コロナ禍で離職した
 シニア世代が再就労できる
 支援策の必要性
コロナ禍がシニア層に与えた影響は非常に
大きい。収入の減少や健康への影響は、女性
や収入の少ない世帯など社会的弱者により強
く表れている。
シニア世代にとって、テレワークなどの在
宅勤務の増加は健康面での負の影響が極めて

大きく、今後は健康面に配慮した働き方を推
進することが望まれる。
企業および行政は、シニア世代の生活・健
康・就労への影響を踏まえた対策を講じるべ
きである。とりわけ当面の課題として、年齢
が高くなるほどいったん離職した後の復職が
難しくなることから、コロナ禍で離職したシ
ニア世代が再就労できるような支援策が必要
であろう。

2 70歳雇用延長制度普及促進の
 ための60歳代後半のシニア層が
 働きやすい仕事の切り出し
70歳雇用延長制度は、2021年 4 月の高齢法
改正に伴って開始したばかりである。 1年前
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と比較して知名度や評価は高まってきている
が、シニア世代にとってまだ自分自身の働き
方の選択肢として十分に位置づけられていな
い。また、65歳以上の就労については「努力
義務」とされているため、企業などにおける
制度活用の動きも必ずしも速くない。
制度の迅速な普及を促進する必要がある
が、一方で、企業側では高年齢者に対してど
のような仕事にどのような形態で従事しても
らうかについての経験が蓄積されていない。
そのため、企業においては65歳以上のシニア
世代に向けた仕事の切り出し・切り分けが必
要である。シニア世代においても、自分のス
キル・能力を再整理し、自分にふさわしい就
労のあり方を構想することが求められる。

3 シニア版パラレルワーカーの推進
実施率はまだ低いものの、シニア世代の兼
業・副業への関心は高く、今後、シニア就労
の一形態として普及が進むと考えられる。
シニア世代の多くが自分のスキルや経験を
活かした兼業・副業を希望しているが、その
背景には収入面だけではなく、生きがいや自
己実現、社会貢献などさまざまな目的が存在
する。シニア世代の中には、70歳以降も元気
なうちは働き続けたいと考える人も少なくな
い。一方で、70歳雇用延長制度が普及すると
70歳まで従来の職場で働き続ける人が増加す
ると考えられるが、70歳から次の新しい仕事
に就くことは決して容易ではない。このた
め、70歳以前から兼業・副業などを通じて次
の仕事への準備を進めていくことが重要にな

る。いわばシニア版パラレルワーカーであ
る。70歳雇用延長と組み合わせ、継続雇用終
了後を見据えた兼業・副業を推進することが
望まれる。

4 就労に対する配偶者の
 理解促進・意識啓発
シニア世代の夫婦間では、配偶者に対して
長く働き続けてほしいと考えている。その背
景には経済的な理由だけではなく、健康や生
きがいなど、シニア世代ならではの思いがあ
る。配偶者の理解と満足は、シニア世代の就
労において非常に重要である。
シニア世代の就労促進に際しては、配偶者
の理解や満足が後押しとなるので、老後の働
き方セミナーなどの意識啓発を行う際には、
夫婦で参加するよう呼びかけるのが有効では
ないだろうか。

注

「変わるシニア世代の就業意識・行動調査（2021年
3 月）」
NRI社会情報システムは、シニア世代の就業状況や
働く意識、さらにはライフスタイル、価値観などの
行動実態を把握し、今後のシニア就労機会拡大に向
けた考察、提言を行うため、50〜79歳の男女個人3,000
人を対象に、野村総合研究所（NRI）が提供するイ
ンターネット調査サービス「TrueNavi」によるアン
ケートを実施した

著 者

高田伸朗（たかだのぶあき）
NRI社会情報システムシニアコンサルタント
専門は高齢化社会、地方創生・地域経済、産業政策




